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　財政事情を分かりやすく
理解してもらうために、決算
額を 10 万分の 1にして、家
計簿に置き換えました。

財政事情を家計簿に例えると…

一家庭のひと月の収入を
494,000円としています。

民生費
184億5,179万円
（38.7％）

総務費
47億1,576万円
（9.9％）

公債費
45億8,517万円
（9.6％）

教育費
48億7,737万円
（10.2％）

土木費
29億3,037万円
（6.1％）

農林水産業費
25億2,483万円
（5.3％）

消防費ほか
68億4,740万円
（14.3％）

一般会計
歳 出

477億3,564万円
（100.0％）

■一般会計歳出決算の性質別内訳

※ 平成 27 年度地方財政状況調査の性質別分類に基づき作成しています。

区　　分 平成 27年度
決算額 構成比

義務的経費

人件費 63億7,384万円 13.4％
扶助費 127億2,446万円 26.7％
公債費 45億8,517万円 9.6％

小　計 236億8,347万円 49.7％

投資的経費
普通建設事業費 54億9,740万円 11.5％
災害復旧事業費 2億1,082万円 0.4％

小　計 57億822万円 11.9％

その他経費

物件費 58億1,421万円 12.2％
維持補修費 2億5,481万円 0.5％
補助費等 38億3,067万円 8.0％
積立金 31億3,553万円 6.6％
投資及び出資金 135万円 0.0％
貸付金 3,159万円 0.1％
繰出金 52億7,579万円 11.0％

小　計 183億4,394万円 38.4％

合　計 477億3,564万円 100.0％

　（　　）内は市の性質区分

支 出

食費　　　　　　　　　 　 （人件費） 64,000円
医療・教育費　　　　　　  （扶助費） 127,000円
ローンの返済　　　　　　  （公債費） 46,000円
家の増改築　　　  （普通建設事業費） 55,000円
自然災害による家の補修費
　　　　　　　　  （災害復旧事業費） 2,000円

光熱水費、日用雑貨　　　  （物件費） 58,000円
家や車の修繕費　　　  （維持補修費） 3,000円
町内会、サークル会費　  （補助費等） 38,000円
預貯金　　　　　　　　　  （積立金）

32,000円株式投資　　　　  （投資及び出資金）
知人に貸したお金　　　　  （貸付金）
子どもへの仕送り　　　　  （繰出金） 53,000円

　　　　　　支出合計 477,000円

収 入
　（　　）内は市の収入科目

給料　　　　　　　　　　　　（市税） 104,000円

家賃収入などの雑収入
（使用料、手数料など） 29,000円

預貯金の取崩し　　　　　　（繰入金） 19,000円

前月収入の残り　　　　　　（繰越金） 16,000円

使い道の決められた親からの援助
（国庫・県支出金） 118,000円

自由に使える親からの援助
（地方交付税、譲与税など） 167,000円

家の増改築のための借入　　　（市債） 41,000円

　　　　　　収入合計 494,000円

翌月への繰越 16,000円

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行う都市計画事
業、または土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理
事業の費用に充てるため、都市計画区域内の土地や家屋
の所有者に対して課税される目的税です。
　平成 27年度の都市計画税は、４億 2,825 万円で、主
に街路事業や都市公園整備、区画整理、下水道事業等の
ため過年度に借り入れた市債償還金の財源の一部として
活用しています。

■都市計画税の使われ方

　平成 26 年４月１日からの消費税率（国・地方）
引き上げに伴う、地方消費税交付金の増収分は、そ
の使途を明確化し、社会保障に要する経費に充てる
ものとされています。
　平成 27年度地方消費税交付金のうち引き上げ分
の 8億 1,121 万円については、子ども医療費助成
や幼稚園・保育所等給付費など、子ども・子育てに
関する事業の財源の一部として活用しています。

■地方消費税増収分の使われ方

■一般会計歳出決算の目的別内訳 ■一般会計歳入決算の内訳
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※端数処理のため、性質区分の合計と支出合計は一致しません

一般会計
歳 入

493億8,366万円
（100.0％）

繰越金
15億8,291万円（3.2％）

使用料・手数料
7億8,553万円（1.6％）

分担金・負担金
6億1,369万円（1.2％）

諸収入
5億1,919万円（1.1％）

その他
9億9,670万円（2.0％）

自主財源
168億6,256万円
（34.1％）

依存財源
325億2,110万円
（65.9％）

市債
40億6,240万円
（8.2％）

県支出金
39億1,820万円（7.9％）

地方消費税交付金
19億5,340万円（4.0％）

地方譲与税 4億8,077万円（1.0％） その他
6億1,710万円（1.3％）

繰入金
19億7,639万円（4.0％）

市税
103億8,814万円（21．0％）

地方交付税
136億2,995万円
（27.6％）

国庫支出金
78億5,927万円
（15.9％）

衛生費
28億294万円
（5.9％）

市 民 税 44億7,527万円
固定資産税 43億9,834万円
軽自動車税 3億   933万円
た ば こ 税 7億7,695万円
都市計画税 4億2,825万円
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